
事業評価シート

評価 取組んだ内容/課題など 方針 詳細

基本目標１　地域包括ケアシステムの推進
１　地域包括支援センターの機能強化

（１）地域包括支援センターを核としたネットワークの充実
地域包括支援センターを中心として、社会福祉協議会や民生委員・児童委員、警察、自治会、
ボランティア団体等、地域の各種団体との連携を強化し、地域の相談窓口や人的資源などを
活用していく仕組みづくりを行っていきます。

B
民生委員と介護事業所の連絡会など顔の見える関係作
りを行い、相談しやすい関係体制を構築した.。

継続 引き続き関係機関等との連携を図っていく。 高齢介護課

地域資源との連携を強化する中で、地域包括支援センターを中心としたネットワークを充実
し、地域ケア会議や協議体が効率的に機能するように今後も施策の方針や個別の事業展開
について、主管部、主管課と緊密な連携を図っていきます。

B
地域ケア会議等の開催により各種団体と連携して、ネット
ワークづくりに努めている。

継続
地域包括支援センターを中心に引き続きネットワークの充
実を図る。

高齢介護課

（２）地域包括支援センターの充実

地域包括支援センターは、地域で暮らす高齢者が抱える課題や問題などに、介護、福祉、健
康、医療など様々な面から総合的に対応する、高齢者の生活を総合的に支援するための中
核機関として位置づけられます。高齢者のニーズや健康状態の変化に応じて必要なサービス
を切れ目なく提供できるように、地域包括支援センターの機能の充実を図っていきます。

C

地域包括支援センターについては、高齢者に対する課題
等が年々複雑になっており、相談件数も増加傾向にあ
る。高齢者の多様化したニーズに対応するためにも、人
員の確保が課題である

拡大
相談窓口として、更なる周知を図るとともに介護予防ケアマ
ネジメントと兼務している職員が多いため、介護予防のケア
プランの作成を行なうケアマネジャーの確保を図っていく。

高齢介護課

（３）地域ケア会議の充実

保健・医療・福祉の関係者や民生委員・児童委員、社会福祉協議会、地域の関係者 の参画
により開催します。 個別課題解決、 ネットワーク構築、地域課題発見、地域づくり・資源開発、
政策 形成 の各 機能別ケア会議の開催について検討、整理を進め、 介護保険運営協議 会
などに諮 りつつ、お互いさま推進協議会と連携して地域づくりを進めます。【目標値（2020年
度）各機能を持たせた 会議を年間 1 回以上 開催 】

C

保健・医療・福祉の関係者が参加した地域ケア会議を月
１回開催している。課題としては、困難事例のケースだけ
ではなく、フレイルや要支援者などのケースへの対応を
図ること。また、ケア会議で出された地域課題等が高齢
者施策に反映できるよう政策形成の機能のあるケア会議
を開催する必要がある。

継続
多職種による参画を進めていきます。また、各機能別のケ
ア会議の開催も検討していきます。

高齢介護課

（４）介護予防ケアマネジメント事業
高齢者の自立の保持のため、身体的・精神的・社会的機能の維持向上を目標として、地域包
括支援センター等において、高齢者自身が介護予防に主体的に取り組めるよう支援を行いま
す。

B
要支援１・２、事業対象者に認定された方のケアプラン作
成を行っている。

継続
引き続き地域包括支援センターにて介護予防が必要な高
齢者への支援を行ないます。

高齢介護課

事業対象者の実態把握、介護予防事業への参加を はたらきかけ、介護予防ケアプランの作
成、サービス提供後の再アセスメント、事業評価を行い、要介護・要支援状態にならないよう支
援を行います。

B
事業対象者の状況把握を行い、要介護・要支援状態にな
らないよう努めている。

継続
引き続き事業対象者の介護度等が高くならないよう支援を
行う。

高齢介護課

（５）総合相談支援事業

地域の高齢者に対し、介護保険 サービスにとどまらない様々な形での支援を可能とするた
め、地域の多様な関係者とのネットワークの構築、ネットワークを通じた支援を行います。

B
「高齢者の相談窓口」と相談窓口だとわかりやすい冠を
つけ、対応を行った。

継続
地域の協議体、通いの場、ゆめクラブ等の関係者とのネット
ワークを構築し、ネットワークを通じた支援を行ないます。

高齢介護課

高齢者の心身の状況や家庭環境等についての実態把握、サービスに関する情報提供時の初
期相談対応や継続的・専門的な相談支援を行います。

B

高齢者に対して、面接や訪問、電話による相談を実施
し、どのような支援が必要かを把握し、地域における適切
なサービス、関係機関や制度の利用につなげる等の支
援を行っている。

継続
高齢者の相談窓口である地域包括支援センターの充実を
図ります。

高齢介護課

（６）包括的・継続的マネジメント事業

主治医や保健福祉専門職とケアマネジャー と の 多職種協働 体制の構築を推進し 、 地域の
介護 予防活動 等 と 連携し てケアマネジメントの後方支援を行います。

B

関係機関等と連携を図り、地域ケアのシステムづくりを
行っている。また、大磯町と合同で、介護サービス提供事
業者やケアマネジャーなどで組織する連絡会「湘南ウエ
スト」を年に数回開催し、それそれの立場から情報交換を
行っている。

継続
引き続き多職種との連携を図り、ケアマネジメントの後方支
援を行っていく。

高齢介護課

個別の事例を通した 個々のケアマネジャーの資質向上 、支援困難事例への指導助言等を引
き続き実施します。介護保険事業者連絡会等と協働し 、ケアプラン作成 について の 指導の
充実を図ります。

B
地域ケア会議の開催とスキルアップの研修を開催してい
る。

継続 地域ケア会議やスキルアップ研修の開催を継続していく。 高齢介護課
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２　地域における支え合いの推進
（１）地域の通いの場 【新規】

各地域で実施されている高齢者を中心に誰もが参加可能で、健康づくりや交流、情報交換な
どができる住まいに身近な 居場所 としての 地域の 通いの場 の活動が より一層充実してい
けるよう支援し ます。

A
町内18ヶ所に地域の通いの場を開設し、高齢者の活動
の場として、提供をしている。

継続 地区からの要望を聴取し、通いの場の充実を図る。 高齢介護課

高齢者のみの世帯、認知症高齢者への対応などの援護が必要な高齢者を、日常生活の中
で、安否確認などの見守り活動、災害などの緊急時の対応、災害時要援護者の把握を含め、
地域の中で助け合える顔の見える関係づくりを進めます。【目標値2020 年度） ）：町内 20 箇
所程度、高齢者人口の 1 割以上の参加】

C
地域の通いの場の参加者同士のネットワーク化に努めて
いる。

継続 通いの場におけるネットワークの構築を図っていく。 高齢介護課

（２）民生委員・児童委員による見守り活動
高齢者、障がい者、児童等を抱えている世帯の内、福祉サービスが必要な世帯への適切な情
報提供や福祉サービスの利用を促すために、民生委員 ・児童委員と、行政や学校、地区社協
部会、各地域の自主防災組織などの関係機関と連携を密にし、地域ぐるみでの見守り活動を
促進します。

B
高齢・障がい・児童主管課などと協力・連携を図り、見守
り活動や情報収集を実施。また、民児協各部会ごとに、
個々の知識を深めるための研修等を実施した。

継続
引き続き、関係機関との連携を密にし地域との連携を維持
していきたい。

福祉保険課

（３）地域での見守りネットワークの構築
多様な課題を抱えた高齢者やその家族が安心して暮らしていくことができるよう、民生委員・
児童委員、地区長、社会福祉協議会、警察等 との 情報共有 とともに 、 地域の 通いの場を
中心とした住み慣れた地域での日常的な安否確認を基盤に、変化の把握から支援の提供ま
での緩やかなネットワーク構築を推進 します 。

C
町及び地域包括支援センターが中心となって関係機関と
連携を図り、ネットワーク化を進めている。

継続
高齢者の課題を解決し、家族が安心して暮らせるよう関係
機関とのネットワークの強化を図ります。

高齢介護課

町内の課題を住民レベルで認識し、対応策を検討する『お互いさま推進協議会』と『一色小学
校区福祉協議会』が立ち上げられており、今後、資源整理や生活支援についての普及啓発を
通し、町内の他地区に協議の場が立ち上がるよう支援します。【目標値（2020年度)：町内全域
で地域の協議体の開催】

B
小学校区単位での地域の協議体が立ち上がり、地域課
題の整理や、生活支援を行っている。

継続
お互いさま推進協議会の開催と３小学校区の協議体への
活動支援を行っていく。

高齢介護課

（４）緊急時医療情報シートの活用

75歳以上の一人暮らし高齢者や高齢者のみ世帯及び重度 障がい 者 内部 障がい 及び精神
障がい を除く など日常生活で見守りが必要な方に対して、緊急事態発生時において対応を
速やかに実施することができるように、緊急時医療情報シートを配布します。

B
登録者は地域の見守り対象となり、緊急時に緊急連絡先
に連絡するなど活用できている。

継続
住民基本台帳との連携により、より正確で最新の情報収集
ができると考える。
より多くの見守りが必要な高齢者に対し登録を促していく。

高齢介護課

３　生活支援サービスの充実
（１）移送サービス

付き添いがいなければ一人で外出ができない高齢者の外出機会を維持するため、福祉タク
シーの助成券を支給します。

B
外出理由は通院に使うことがほとんどであり
利用者は増加傾向にある。

継続
社会情勢を見ながら、移動困難者等へのサービス提供を支
援する。

高齢介護課

（２）ほっと安心ヘルパ一派遣
在宅の一人暮らしや高齢者のみの世帯が、現状の生活水準を低下させることなく、在宅での
自立した生活を継続していけるよう、シルバー人材センターの職員を派遣し、草取りやゴミだし
などの家事支援・軽作業（介護保険外のサービス）の支援を行います。

B
ひとり暮らし等の高齢者の在宅生活を継続する重要な資
源となっている。
ごみ出しの利用者が増加傾向にある。

継続
高齢者のごみ出しについての需要も高まっていることから、
当事業の周知を図っていく。

高齢介護課

高齢者のみの世帯、または独居などを理由に、日常生活を送る上で不安を抱える高齢者に対
して、十分な見守りと積極的な支援を実施することで安心して過ごせるよう支援していきます。

B
定期的な支援が入ることで、見守りにもつながることが出
来る

継続
高齢者の生活を支援するための事業として、取り組んでい
く。

高齢介護課

（３）シルバー 緊急通報システム

日常生活を安心して過ごすことができるよう、75 歳以上の一人暮らしの高齢者 に、社会福祉
協議会が主体となり、 24 時間いつでも相談ができ、簡易に緊急通報が可能な見守りサービス
を提供していきます。

B

センサーを使った見守りシステムで、救急搬送へ繋げる
など実績をあげている。
利用者は、24時間の相談体制があることで、安心につな
がっている。

継続
制度の周知を図るとともに利用者を増やすため、運用方法
についての検討を行なう。

高齢介護課

体調がすぐれない、怪我をしたなどの緊急事態の相談に対応し、日常生活を送る上での不安
を解消するよう努めていきます。

A
システムを運用してい事業者や消防等との関係機関等を
連携を図っている。

継続 引き続き消防等の関係機関と連携を図っていく。 高齢介護課

（４）訪問理美容サービス
衛生管理の維持・向上のため、要介護３から５に認定されている、外出が困難な在宅の高齢
者及び重度 障がい 者に対して、出張理美容サービスの出張料金の 補助 を行います。

C
外出が困難な高齢者に対し、理美容の出張料金の補助
を行っている。

継続 広報やインターネット等を通じて、制度の周知を図る。 高齢介護課
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（５）紙おむつの支給
経済的負担の軽減と、介護者の介護負担を減らしていけるよう、また、安心して在宅介護がで
きるよう、介護 保険 認定において要介護 ３～５ の 状態であり、概ね 65 歳以上の常時紙お
むつを必要としている在宅高齢者に対して、紙おむつを支給します。

A
在宅高齢者の経済的負担軽減となることが出来た。
利用者の多様化から、種類の見直しや制度の見直しを
検討する必要がある。

継続 社会情勢を見ながら、事業を展開していく。 高齢介護課

（６）日常生活自立支援事業（あんしんセンター）

町社会福祉協議会が窓口となり、判断能力が不十分なことにより日常生活を営むのに必要な
サービスを利用するための情報の入手、理解、判断、意思表示を本人のみで適切に行うこと
が困難な方に対し、 福祉サービスの利用援助、行政手続きに関する援助、日常的金銭管理
などを行います。

B

社会福祉協議会が認知症、知的障害、精神障害なとによ
り判断能力が不十分な方に対して、福祉サービスの利用
援助や日常的な金銭管理などの援助を行い、自立した
生活が送れるよう、その方の権利を擁護するための支援
を行っています。

継続 引き続き社会福祉協議会にて事業の充実を図ります。 高齢介護課

（７）生活支援サービスの体制整備 【新規】
元気な高齢者をはじめ、社会福祉協議会、老人クラブや自治会、地区社協部会、ボランテ ィア
や NPO などの町民主体の活動、シルバー人材センター、社会福祉法人、民間企業などの多
様な主体による多様なサービスの提供体制を構築し、高齢者を支える地域の支えあいの体制
づくりを推進します。

C
生活支援コーディネーターを中心に各関係機関等と連携
して、多様な主体によるサービスの提供体制の構築を
図っています。

継続
地域での支え合いが図られるよう、地域における担い手の
発掘及び育成を行っていく。

高齢介護課

生活支援にかかる町域の協議体であるお互いさま推進協議会では、 町内で提供される生活
支援サービスについて情報の整理と 一般 公開を進め、 インターネット上のサイトや地域の通
いの場などで閲覧できるように整備を進めます。

B

町ホームページに生活支援サービスを掲載し、かながわ
福祉サービス振興会とリンクさせている。また、町内18ヶ
所の地域の通いの場に生活支援ファイルを設置し、閲覧
している。

継続
引き続きインターネット上のサイトや通いの場などで閲覧で
きるようにしていく。

高齢介護課

今ある生活支援サービス以外に求め られる支援については 、 地域の多様な主体と共に必要
な活動に取り組めるよう生活支援コーディネーターを中心 に 支援体制を推進します。 地域 レ
ベルで の協議体の取り組みを支援します。【目標値（2020 年度）：町内全域で地域の協議体
の開催（再掲）】

C
生活支援コーディネーターを中心に3小学校に協議体を
設置し、地域での課題や解決策についての検討を行なっ
ている。

継続
生活支援コーディネーターを中心に３小学校区の協議体へ
の活動支援を行なう。

高齢介護課

４　在宅医療・介護の連携の推進
（１）在宅医療 ・介護 連携の充実

神奈川県・平塚保健福祉事務所の支援の下、中郡医師会、平塚歯科医師会、平塚 中郡 薬
剤師会、介護保険事業所等と緊密に連携しながら、地域の医療･介護の資源の把握、在宅医
療・介護連携の課 題の抽出と対応策の検討を基に、人材育成、在宅医療と在宅介護の提供
体制の構築、在宅医療・介護関係者に関する相談支援、地域住民への普及啓発等を行い、
地域の関係機関の連携体制の構築を推進します。

B

中郡医師会等と連携し、在宅医療と在宅介護の課題及
び対応策の検討や情報共有を図るため、会議を開催して
いるが、役割等を明確化するため、会議の統合を行っ
た。

継続
関係機関との連携を強化し、在宅医療・介護の推進を図り
ます。

高齢介護課

５　家族介護支援の推進
（１）介護者への支援

家族介護教室等を開催して、介護をしている家族を対象とした相談や介護の仕方を提供する
など、介護者の悩みの解消を支援します。

B
地域包括支援センターで介護者のつどいを開催するな
ど、介護者の負担の軽減を図る。

継続
引き続き介護者の負担を軽減するため、介護者のつどい等
を開催していく。

高齢介護課

必要な情報が介護者に行き届くように情報共有 と ネットワークの強化を 図りながら、 地域包
括支援センターにて介護全般の相談を 今後とも 継続して行います。

B 地域包括支援センターで高齢者の相談を実施している。 継続
地域包括支援センターで実施している相談業務を引き続き
充実させていく。

高齢介護課

地域包括支援センターへ相談したその先に、介護保険制度の在宅および施設サービスや行
政の福祉サービス、民間事業者が提供する各種サービスの利用などにつなげ、介護者の生
活の安定を支援します。

B
地域包括支援センターとケアマネジャーが連携し、高齢
者へのサービス提供につなげている。

継続
引き続き地域包括支援センターとケアマネジャーとの連携
を図っていく。

高齢介護課

インターネット上のサイトや地域の通いの場において生活支援サービス情報が閲覧できるよう
に整備を進めます。

B

町ホームページに生活支援サービスを掲載し、かながわ
福祉サービス振興会とリンクさせている。また、町内18ヶ
所の地域の通いの場に生活支援ファイルを設置し、閲覧
している。

継続
引き続きインターネット上のサイトや通いの場などで閲覧で
きるようにしていく。

高齢介護課
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（２）介護用品の支給
要介護認定を受け、かつ一定の基準を満たす高齢者を在宅で介護している介護者の経済的
負担や精神的負担を軽減する た め、紙おむつなどの介護用品 等 の支給やタクシー券、訪
問理美容券の交付を行います。

B
紙おむつの支給やタクシー券、訪問理美容券の交付を行
うことにより高齢者及び介護者の経済的負担や精神的負
担の軽減に努めている。

継続
今後、該当要件等の見直し等を行ないながら事業を継続し
ていく。

高齢介護課

（３）介護相談の充実
高齢者の権利擁護 に関する悩み事や不満などについて、地域包括支援センターを中心に地
域の身近な相談窓口として、相談体制を強化していきます。

B
「高齢者の相談窓口」という名称を加え、さらに窓口として
わかりやすく機能するよう務めた。

継続 多様な相談に対応できるよう、相談体制を強化する。 高齢介護課

６　安心・安全なまちづくり
（１）防火対策などの推進

一人暮らし高齢者が安心して暮らせるよう、火事などの緊急時に備え、シルバー緊急通報シ
ステム （火災報知器）などのサービスについて周知と利用普及を図ります。 B

緊急通報システムについて、広報やホームページで周知
を図っていくとともに地域の通いの場でも講座の中で周
知をしている。

継続
広報や通いの場の講座等によりシルバー緊急通報システ
ム（火災報知機）の周知を図ります。

高齢介護課

（２）避難行動要支援者支援事業の推進
災害時に備え、一人暮らし高齢者や障がい者など、災害時に一人では避難できないなどの
方々を対象とした要 配慮 者の登録について、必要性を啓発するとともに、民生委員・児童委
員や地域との連携を強化し、必要な方の登録を一層進めます。

A
75歳以上独居を毎年抽出し登録勧奨を行っている。登録
者の一覧表も毎年地域へ配布をし、災害時に備えてい
る。

継続
月に1度住民基本台帳および介護保険状況と照合し、最新
のデータを所持する。

高齢介護課

（３）高齢者に相応しい住まいの整備
高齢者が住み慣れた住環境で安心して暮らし続けるために、介護保険サービスの住宅改修
の他、介護保険制度の対象外となる改修についても住宅リフォーム 助成事業を実施すること
で助成の対象としていきます。

D
介護保険サービスの住宅改修は、実施しているが、介護
保険制度の対象外となる住宅リフォーム助成については
実施をしていない。

縮小 介護保険法の住宅改修については、実施していく。 高齢介護課

（４）住宅改修支援事業
介護保険の申請から認定が出るまでの間に住宅改修を行いたい方等が、居宅介護支援事業
所に相談を行いやすくするため、住宅改修費の支給申請に係る要介護高齢者に相談や助言
を行います。

C
町高齢介護課や地域包括支援センターで住宅改修利用
者への相談や助言等を行なっている。

継続
引き続き町高齢介護課や地域包括支援センターにて相談
や助言等を行っていく。

高齢介護課

理由書を作成して申請を代行した 場合 、事業者に対して経費を助成します。 C
ケアマネがいない方が住宅改修のみを利用した場合に、
理由書を記載したケアマネの事業者等に対し、補助金を
交付している。

継続
今後も理由書の作成を代行した事業者等に対して補助金を
交付する。

高齢介護課

（５）町民相談

町民の皆さんの困りごとを解決するお手伝いをしています。 C
地域政策課で町民相談の受付を行い、内容説明やアド
バイスを行ないます。

継続 町民相談についての充実を図ります。 高齢介護課

ご相談の内容に応じて、より専門的な相談機関をご紹介します。 C
地域政策課にて町担当部署への案内や連携等を行うと
ともに、専門的な機関への紹介を行っています。

継続 引き続き関係機関等への紹介を行ないます。 高齢介護課

（６）高齢者等の居住支援
高齢者円滑入居賃貸住宅登録制度は、民間の賃貸住宅において、高齢者であることを理由
に入居を敬遠されるケースがあるため、県が指定した登録機関が賃貸人からの申請に基づい
て、高齢者の入居を拒まない賃貸住宅を登録し、その情報を提供するものです。町では、引き
続きパンフレッ卜や広報活動を通じて啓発を進めていきます。

C パンフレットの配架を行うなど啓発に努めている。 継続 引き続き制度についての啓発を行っていく。 高齢介護課

ケアハウスや有料老人ホームなど高齢者向けの住宅に関して、情報提供を進めていきます。 C
町民からの問い合わせがあった場合にも情報提供できる
よう努めている。

継続 引き続き情報提供に努めていく。 高齢介護課

（７）施設サービスの支援

■養護老人ホーム
養護老人ホームは、65 歳以上の高齢者であって、環境上の理由及び経済的な理由により、
居宅において介護を受けることが困難な方を一時的に入所させ、養護することを目的とする入
所施設です。養護老人ホームは、介護保険導入後も老人福祉法による現行の措置として取り
扱われており、町では入所者について引き続き支援していきます。

A
現在、１名の方が養護老人ホームに入所しており、町とし
ても引き続き支援を行なっていきます。

継続
入所者への支援と新規に措置が必要な方への対応を図っ
ていきます。

高齢介護課

■軽費 老人ホーム（Ａ型）
軽費老人ホームは、60 歳以上の身寄りのない 方 や家庭の事情などによって家族との同居
が困難な方が 低 額な料金で入所できる施設です。第７期計画期間内に新たな増床は見込み
ません。

A 第７期中には増床はせずに現状のままとした。 継続 第８期中も増床は見込まない。 高齢介護課
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■ケアハウス（特定入所者生活介護）
ケアハウスは、軽費者人ホームの一種です。60 歳以上で身体機能の 低下 があり独立して生
活するには不安があり家庭の援 助 を受けることが困難な方が対象です。介護が必要となっ
た 場合 も、引き続き入所できるケアハウスもあります。第８ 期計画以降は 2025 年を見据え
て小規模な施設整備を検討します。

A
新規開設予定はなかったが、住宅型有料を令和2年度に
1箇所開設した。

継続 第9期以降に検討する(仮) 高齢介護課

■有料老人ホーム（特定入所者生活介護）※混合型
有料老人ホームは、高齢者が家事や健康管理を受けることのできる施設です。なお第７期計
画期間内においては新たな施設整備は見込みません。

A
新規開設予定はなかったが、定期的に訪問し、現況確認
を行った。

継続 第8期中も施設整備を見込まない。 高齢介護課

（８）バリアフリー化の推進

高齢者などが安心して外出ができ、大きな負担を感じることなく行動できるように、公共施設や
道路、公園などのバリアフリー化を促し、より良い環境づくりに努めます。

C
高齢者が生活していく上で、支障が生じないよう公共施
設が道路、公園等のバリアフリー化に努めている。

継続
関係部署と連携を図りながら、バリアフリー化を推進してい
く。

高齢介護課

（９）福祉有償運送事業の推進
サービスの適正化及び円滑化を図るために、 NPO や社会福祉法人などとの協力を得て事業
の推進を図るとともに、ホームページや広報などで更なる周知を図り、介護者の負担を軽減し
ていきます。

C
福祉有償運送事業について、ホームページや広報で周
知を行った。

継続
引き続きNPOや社会福祉法人等との協力を得ながら事業を
推進すともに制度の周知を図っていく。

高齢介護課

(10)交通安全や消費生活対策の推進

高齢者の交通事故防止のために、交通安全対策協議会や警察署等の協力を得て、高齢者向
けの各種交通安全教室を開催するなど啓発を行います。

B
通いの場を通して、交通安全教室を行い交通安全の啓
発を行なった。また交通安全運動期間中には、街頭キャ
ンペーン等を行い全町的な啓発活動を実施している。

継続
今後も高齢者が安全にすごせるよう、高齢者等に対して交
通安全の啓発活動を行っていく。

防災安全課

高齢者向けの各種交通安全教室を開催するなど啓発を行います。また、 悪質商法などによる
高齢者の消費者被害を未然に防ぐため 、 消費生活出前講座を実施します 。

B
警察等と協力し、通いの場を通して、交通安全教室を行
うことと同時に、特殊詐欺等の被害を防ぐため出前講座
を実施した。

継続
今後も引き続き、高齢者が特殊詐欺等の被害者となること
を防ぐため、警察等と協力し出前講座等を実施していく。

防災安全課

基本目標２　健康寿命の延伸に向けた健康づくりと介護予防の推進
１　健康づくりへの支援の充実

（１）集団健康教育

地域住民や地区社協部会などの地域の各団体に対して、他機関と連携し、集団健康教育を
実施します。

B
地域の通いの場を中心に保健師、管理栄養士、歯科衛
生士がそれぞれロコモ、低栄養、オーラルフレイル等を
テーマに健康講座を実施。

継続 地区に積極的にでるようにする。今後も継続していく。 子育て・健康課

（２）健康相談

健康の維持増進や生活習慣病の予防を中心に、保健師や管理栄養士、歯科衛生士が健康
に関する 助 言や指導を行う健康相談を実施します。

B

がん検診時に未病センターへ勧誘し、より多くの方に利
用していただくようにした。救急の日やふるさとまつりにて
出張未病センターを実施し若い世代にもアプローチした。
℡や所内相談も実施。

継続
がん検診時に未病センターへ勧誘し、より多くの方に利用し
ていただくようにしている。救急の日やふるさとまつりにて出
張未病センターを実施し若い世代にもアプローチしている。

子育て・健康課

（３）特定健康診査

高齢者の医療の確保に関する法律に基づき、40 歳以上 74 歳以下の国民健康保険被保険
者に対し、内臓脂肪症候群 メタボリックシンドローム に着目した特定健康診査を実施します。
【目標値（2020 年度）：特定健康診査実施率 40% 特定保健指導実施率 59.5% 】

B

特定健康診査は40～74歳、7～10月の間に町内医療機
関にて実施。受診率向上のため、未受診には℡やはが
きで再勧奨を行った。保健指導対象者には保健指導を
行った。

継続
高齢者の医療の確保に関する法律に基づき、今後も特定
健診及び健康診査を実施。未受診者対策としてはがきでの
受診勧奨、人間ドックの補助を行う。

子育て・健康課
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（４）後期高齢者健康診査

後期高齢者医療被保険者を対象に、生活習慣病等の早期発見、健康の保持増進のため後期
高齢者健康診査を実施します。今後も、高齢者が継続的に自身の体調を自己管理できるよ
う、引き続き健診環境・体制の整備を推進します。

B
健康診査は75歳以上を対象に実施。医師より指導が必
要な方は保健指導を行った。

継続
高齢者の医療の確保に関する法律に基づき、今後も特定
健診及び健康診査を実施。未受診者対策を積極的に行う。

子育て・健康課

（５）健康診査

継続的に自身の体調を自己管理できるよう、健康増進法に基づき健康診査 を実施するととも
に、受診者の増加に向けて健診環境を整えていきます。

B 健康増進法に基づき健康診査を実施。 継続 引き続き健康増進法による健康診査を実施。 子育て・健康課

（６）健康づくりステーション （未病センター にのみや 【新規】
・自分の健康状態の見える化 子育て・健康課

・健康に関する相談、アドバイ ス 子育て・健康課

・食、運動等の知識の習得、情報提供 子育て・健康課

（７）健康診査の保健指導

特定健康診査の結果メタボリック シンドロームの該当者・予備群については、特定保健指導を
行います。

子育て・健康課

その他特定保健指導に該当しない方 肥満でない方 を対象とした保健指導について、医師等
と連携をし、充実させていくことを検討していきます。【目標値（2020 年度）： 特定保健指導実
施率 59.5% 】

子育て・健康課

（８）生活習慣病予防改善教室

自らの健康状態を自覚し、生活習慣の改善のために自主的な取り組みができるよう具体的な
知識を伝え、行動 変容 へとつなげるため、生活習慣、食生活を見直す教室を開催します。

C
食事や運動などの生活習慣改善に向けた講座を実施し
てきたが、平成28年度で事業は廃止した。

廃止 国民健康保険対象の糖尿病重症化予防事業を実施する 子育て・健康課

（９）健康づくり普及委員協議会

地区から選出された 普及委員に正しい健康知識を提供し、それらを基に自身の健康を維持
するとともに、家庭や地域の中での健康づくり運動が実銭できる支援を行います。

子育て・健康課

健康づくり普及委員 が 、地域の通いの場の担い手となるよう活動を 展開していきます 。 子育て・健康課

(10）ヘルスメイト二宮 食生活改善推進団体

食生活改善推進員養成講座の修了者が、食生活の改善を目標に、町と協働し乳幼児から高
齢者まで幅広い世代に食育を進めるための活動を行うヘルスメイト二宮の活動について、一
層推進します。

B

“私たちの健康は私たちの手で”をスローガンに、食育活
動や生活習慣病予防など、食生活を中心に健康づくりの
ボランティアによる、子どもから大人まで各年代にあった
食育活動を広めた。

継続
幼児から高齢者まで、健全な食生活の推進をはじめ、広く
食育活動を行います。

子育て・健康課

(11）かかりつけ医の普及

疾病の予防、早期発見等の適切な医療の提供を行っていく上で、個人の日常生活、健康状態
を熟知し た かかりつけ医がいることは非常に 有効 であるため、平塚保健福祉事務所と連携
して、かかりつけ医を持つことで安心して医療が受けられることを、今後も普及していきます。

C
「二宮町のかかりつけ医マップ」を作成し、保健センター
の事業で案内をしている。

廃止

保健センターでは乳幼児の親に周知をしているが、高齢者
はかかりつけ医を持っていることが多い。「健康づくりへの
支援の充実」でなく、「地域包括ケアシステムの推進」の中
で実施をお願いしたい。

子育て・健康課

２　身近な 介護予防の 展開
（１）介護予防普及啓発事業

各地域の通いの場を拠点にしながら、 自主的な介護予防の活動が広く実施され、高齢者が
積極的に参加し、介護予防に向けた取り組みを実施する地域社会を構築するため 、現在元
気な高齢者や、介護予防対象者に該当する高齢者に 出前講座等を実施し、介護予防に関す
る知識の普及・啓発を進め、積極的に取り組んでいけるよう支援していきます。【目標値（2020
年度）：町内 20 箇所程度において、出前講座等を実施】

B
地域の通いの場において、介護予防に関する講座を開
催し、介護予防に対する普及啓発を図っている。

継続
引き続き通いの場での出前講座等を実施することで介護予
防の普及啓発に努めていく。

高齢介護課

身近な場所で健康状態等をチェックし、生活改善への行
動変革を促していただくようＨ２９年7月に未病センターを
開設。

特定健康診査結果より、メタボリックシンドローム該当
者、予備群の対象となった方に対し、特定保健指導を実
施した。指導拒否や連絡のとれない人の増加が課題。

地域の通いの場を中心に健康づくり運動の実践及び知
識の普及を行った。

B

B

B

身近な場所で健康状態等をチェックし、生活改善への行動
変革を促していただき、健康寿命の延伸を図るため普及啓
発していく。

指導拒否や連絡のとれない人も多いため、医療機関の先
生方の協力していただき、保健指導の、勧奨していただく等
依頼していく。

地域の通いの場を中心に各地区の実情に基づいた健康づ
くり運動の実践及び知識の普及を引き続き継続していく。

継続

継続

継続
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（２）地域介護予防活動支援事業 【新規】

地域の通いの場の活動を運営費補助や専門スタッフの派遣などを行い支援します。 B
地域への運営費の補助や健康運動指導士の派遣を行う
など、地域の通いの場の充実を図っている。

継続
引き続き運営費の補助をするとともに専門スタッフの派遣を
行なう。

高齢介護課

介護予防 リーダー の 養成 を行い、地域での介護予防活動の支援を行っていきます。 B リーダーの養成を行い、通いの場等で活躍している。 継続 介護予防リーダーの活動の場の確保と養成を進めていく。 高齢介護課

口腔機能・認知機能・閉じこもりの予防や仲間づくりを目的として、カラオケ機器を使用した「カ
ラオケ体操」を身近な地域で開催 し、 介護予防ボランティア を引き続き育成します。

B
カラオケ体操については、平成30年度で終了したが、そ
れに代わる「オリジナル二宮体操」を実施することで、引
き続き介護ボランティアの育成に努めている。

縮小
DVDで手軽に出来ることを目標にし、今後も普及を行ってい
く。

高齢介護課

住民主体の活動的で継続的な地域の通いの場 として活動を展開していきます。【目標値2020
年度） ）：町内 20 箇所程度、高齢者人口の 1 割以上の参加（再掲）】

C
住民が主体となり、町内18ヶ所の地域の通いの場を引き
続き実施していく。

継続
通いの場に来られない高齢者の把握をするとともにその方
達へのアプローチの方法の検討が必要。

高齢介護課

基本目標３　生きがいづくりと社会参加の推進
１　生きがい活動の推進

（１）シルバー人材センター の支援
団塊世代の一斉退職後の、培って きた経験や知識を生かす活動の 場 や就労先として、シル
バー 人材センターを高齢者の就労支援の中核組織として、新たな就業機会の開拓や、会員
の加入促進の支援を行っていきます。

B
シルバー人材センターへの補助を行うことにより、高齢者
の社会参加を推進する。

継続
シルバー人材センターの適正な運営に対して支援を行って
いく。

高齢介護課

（２）老人クラブ の支援

老人クラブは、健康づくりや介護予防など積極的に取り組んでおり、高齢者の社会参加、仲間
づくり、生きがいづくりの場として 期待されています。また、高齢者活動の母体であり、社会参
加の基礎の 場 となる活動となっています。会員が増えづらい状況が続いている老人クラブに
ついて、魅力的な活動への取り組みや情報提供、広報などを行い、参加促進と組織の活性化
に努めます。

B
機関誌への記事作成やホームページ等で周知の一環を
担っている。

継続
健康づくりや介護予防の重要な資源として、参加促進を継
続する。

高齢介護課

（３）生きがい活動の情報提供 【新規】

地域の通いの場を通じて 、生きがい活動に関する情報を発信するとともに、住民自らが情報
を持ち寄り、共有できる仕組みづくりを図ります。

C
地域の通いの場において、様々な取り組みを行うことで、
参加者同士が情報共有を図ることができるとともに情報
発信につなげることができる。

継続
引き続き通いの場の参加者が情報共有できるよう努めてい
く。

高齢介護課

インターネット上のサイトや地域の通いの場において生活支援サービス情報が閲覧できるよう
に整備を進めます。

B

町ホームページに生活支援サービスを掲載し、かながわ
福祉サービス振興会とリンクさせている。また、町内18ヶ
所の地域の通いの場に生活支援ファイルを設置し、閲覧
している。

継続
引き続きインターネット上のサイトや通いの場などで閲覧で
きるようにしていく。

高齢介護課

２　社会参加の促進
 （１）地域の集会所等の活用

高齢者相互の親睦や、地域福祉活動、学習の場 、サークルや団体・ボランティアの活動拠点
として、老人憩いの家や児童館・防災コミュニティセンター等の 既存 施設の有効活用を図りま
す。

C
地域の通いの場や単位ゆめクラブ等での会合及び事業
等を実施するなど既存施設の有効活用を図っている。

継続 引き続き公共施設の有効活用を図っていく。 高齢介護課

（２）ふれあい農園
農地の荒廃化防止と町民の余暇利用を推進するために、ふれあい農園事業を継続していきま
す。

B
栽培講習会や、農園の整備を実施し利用環境向上に努
めた。

継続
農地の荒廃化防止と町民の余暇利用を推進するために、
ふれあい農園事業を継続していきます。

産業振興課
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（３）にのみや町民大学
様々な学習機会を提供し、あらゆる高齢者の方の学習意欲を高めるよう、「いつでも、どこで
も、たのしく」学べる学びの場である、にのみや町民大学において、多種多様な講座を実施し
ます。

B 学びのきっかけとなるよう、多種多様な講座を実施した。 継続
今後も町民による企画運営により、町民目線でのニーズを
捉えた事業運営をめざす。

生涯学習課

（４）自主学習・グループ支援

にのみや町民大学講座修了後、自主サークル活動へつながるような支援を行うなど、継続学
習につなげる支援を行います。

C
役員のなり手がいないことや会場確保が難しいなどの理
由から近年は継続サークルにつながる講座が少なくなっ
ている。

縮小
前述のような課題があり、拡大は困難であることから、でき
る範囲での支援を行う。

生涯学習課

（５）生涯学習ボランティア

にのみや町民大学講座の企画から運営までを行う生涯学習ボランティアを支援するとともに、
新しい人材の発掘、募集を今後も継続して行い、円滑な運営を目指します。

C
ボランティアの高齢化が進んでいることから、人材発掘が
求められているが、なかなか集まらない現状がある。

継続
公募する以外でも、講座の受講者やボランティアの口コミ等
での発掘・募集活動を進める。

生涯学習課

（６）にのみや町民大学サポーター
様々な知識や技術を持った人を講師として登録し、自主学習を希望する方々ヘ紹介します。ま
た、講師紹介の仕組みについて周知し、人材の活用を図ります。

C 自主学習のニーズがほとんどないのが現状である。 縮小 登録制度自体の見直しを図る必要がある。 生涯学習課

基本目標４　認知症施策の推進
１　認知症予防の推進

（１）認知症に関する正しい知識の普及
認知症は誰もがなりうる病気であることを前提に、原因となる疾患を予防する生活習慣等の定
着を支援します。

B
認知症を予防するため、保健センターと連携し、食生活
や口腔等についての取り組みを実施している。

継続 引き続き保健センターと連携を図りながら、取り組んでいく。 高齢介護課

一人ひとりが認知症を我が事と捉え、認知症高齢者やその家族が尊厳を持っ て暮らせるまち
づくりを進めることで、認知症の行動・心理症状の軽減を図れるよう、広報や出前講座等で普
及啓発します。

B
認知症サポーター養成講座を希望者へ実施し、認知症
に対する理解を進め、認知症になっても暮らしやすいま
ちづくりを推進している。

継続
広報や通いの場の出前講座等にて認知症についての普及
啓発をしていく。

高齢介護課

（２）認知症の予防
地域の通いの場の中で、 認知症予防に効果があるとされる運動や人との交流活動を展開し
ており、今後も継続し、地域において継続的な認知症予防の取り組みを推進します。

C
地域の通いの場にてコグニサイズの実施や、認知症の
講話を行うなど、予防に努めている。

継続
今後もコグニサイズの実施や認知症の講話を行い認知症
予防に努めていく。

高齢介護課

高齢者に対し、認知症予防ファシリテーターに よる認知症予防プログラムを実施します。 C
平成30年度まで、認知症ファシリテーターによる認知症
予防プログラムを実線し、認知症予防の啓発に努めた。

廃止 認知症予防についてのプログラムを検討していく。 高齢介護課

２　相談・支援体制の充実
（１）認知症高齢者への対応の強化認知症初期集中支援チームの設置 、 認知症ケアパスの活用 【新規】

認知症になっても本人の意思が尊重され、できる限り住み慣れた地域のよい環境で暮らし続
けられるために、認知症サポート医や認知症地域支援推進員等を中心に早期診断・早期対応
に向けた支援体制を構築します。

B

かかりつけ医がいなかったり、介護サービスに繋がって
いない方について、認知症サポート医を中心に認知症初
期集中支援チームを組織し、認知症の早期診断・対応に
努めている。

継続
引き続き初期集中に該当しそうな高齢者へのサポートを充
実していく。

高齢介護課

発症予防から人生の最終段階まで、認知症による生活機能障害の進行状況に合わせ、い
つ、どこで、どのような医療・介護サービスを受ければよいのか、これらの流れをあらかじめ標
準的に示した「認知症ケアパス」の充実に努めます。

B
ホームページの掲載や関心のある人への配布などを行
い認知症ケアパスの普及に努めた。

継続 改訂を重ね、今後も活用できるよう情報の更新に努める。 高齢介護課

（２）地域支援推進員 の 配置 【新規】

認知症地域支援推進員を配置し、在宅医療、介護、福祉の連携や地域におけるネットワーク
形成の強化を図り、機能強化に努めます。

A
認知症地域支援推進員を配置し、在宅医療、介護、福祉
の連携や地域におけるネットワーク形成の強化を図り、
機能強化に努めた。

継続 認知症地域支援推進員の普及啓発を行う。 高齢介護課
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（３）認知症サポーター等養成

地域で暮らす認知症の人やその家族を応援する「認知症サポ ーター」を育成する「認知症サ
ポーター 養 成講座 」の講師役である「キャラバンメイト」を養成するとともに、キャラバ ンメイト
による認知症サポーターの育成を支援します。

D
県の研修案内を町内事業所等へ案内した。
今後は受講者への活躍する場の提供を検討する。

継続
キャラバンメイトを活用しながら、認知症サポーターの養成
講座を引き続き実施していく。

高齢介護課

今後は課題を整理し、適宜進捗管理 することで 計画的な活動を展開し、地域の体制づくりを
進めていきます 。

D オレンジパートナー制度の構築を図る。 継続
ステップアップ講座を充実させ、チームオレンジの推進を図
ります。

高齢介護課

（４）町民全体で見守る体制づくり

認知症高齢者ができる限り住み慣れた地域や自宅で暮らし続けられるように、地域での見守
り体制を確立し、はいかい ＳＯＳ ネットワークシステムを拡充していきます。

B 徘徊SOSネットワークシステムの推進を図った。 継続
関係機関と連携を取りながらはいかいSOSネットワークシス
テムの拡充を図っていく。

高齢介護課

身寄りのない認知症高齢者、虐待など不適切な環境 に おかれた高齢者等に対し、介護支援
専門員等と連携し 、 必要に応じ成年後見制度の利用などにつなげます。

C
地域包括支援センターや介護保険事業所と連携し、成年
後見制度へつなげている。

継続 引き続き成年後見制度の利用につなげていく。 高齢介護課

（５）地域の支援体制の構築

認知症高齢者やその家族を支える「認知症サポーター」を引き続き養成します。 B 認知症サポーター養成講座を引き続き開催しています。 継続 認知症サポーター養成講座を継続していく。 高齢介護課

サポーター養成講座に限らず、地域包括支援センターや介護保険事業所等と連携し、広く認
知症についての普及啓発に努めます。

B
地域の通いの場で地域包括支援センターの職員が出前
講座を実施している。

継続 引き続き出前講座を実施していく。 高齢介護課

認知症の人やその家族が、地域の人や専門家と相互に情報を共有し、お互いを理解し合う
「認知症カフェ」等の開催について検討を進めます。

B
令和元年度町内２ヶ所とラディアンで認知症カフェ（にの
にんカフェ）を開催した。令和２年度も臨時的に町内１ヶ
所で開催する予定。

継続 今後も認知症カフェ（にのにんカフェ）を実施していく。 高齢介護課

（６）権利擁護事業
地域包括支援センターを中心に、高齢者に対し身体、精神、財産等権利擁護の観点から、対
応が必要な方への支援を行います。

B
地域包括支援センターで引き続き高齢者の権利擁護に
ついての相談や支援を行う。

継続 引き続き包括支援センターで相談や支援を行っていく。 高齢介護課

権利擁護に関する相談窓口として関係者との連携を図ります。 B
状況に応じて、権利擁護に関係する機関（社協等）と連携
を行っている。

継続 今後も関係機関との連携に努めていく。 高齢介護課

（７）成年後見制度利用支援事業

成年後見制度について、広報や講演会を通じて周知を行い、利用の普及を図るとともに、地域
包括支援センターにて相談を受けます。

B
地域包括支援センターで成年後見制度についての講演
会を実施し、制度の周知を図るともに町民からの相談も
受け付けています。

拡大 中核機関の設置に向けて取り組んでいく。 高齢介護課

成年後見制度が必要な方を早期に発見し、迅速な対応が図れるよう、地域包括支援センター
等関係機関との綿密な連携を図ります。

B
地域包括支援センターと連携し、町長申立てが必要な方
に対しての支援を行う。

継続 地域包括支援センターと連携を図っていく。 高齢介護課

成年後見人の活動に対する報酬について助成が必要な方へ報酬助成を行います。 C 町長申立の成年後見人に対する報酬助成を行った。 継続
引き続き町長申立の報酬助成を行っていくとともに成年後
見制度の周知を図っていく。

高齢介護課

基本目標５　介護保険サービスの充実
１　居宅サービスの充実

（１）居宅サービス
要介護高齢者が安心して在宅での生活を続けられるよう日常生活を毎日複数回の柔軟な
サービス提供により支えることが可能な小規模多機能居宅介護の普及に取り組み在宅医療
系の介護サービス等の基盤整備を進めます。

E
令和元年7月1日より、職員不足により小規模多機能居宅
介護が休止となっている。再開に向け、情報確認を含め
た話合いを定期的に行っている。

拡大
居宅支援事業者へのアンケート結果より、小規模多機能居
宅介護へのニーズが高いため、1事業所増を目指すと共
に、休止事業所の早期再開を実現する。

高齢介護課
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２　地域密着型サービスの充実
（１）地域密着型サービス

地域密着型サービスについては、設置基準に照らし適正に事業所の指定を行うとともに、安
定した事業運営や質の高いサービスを提供できるよう事業者への支援を行います。

A
新規指定の予定はなかったが、運営母体の破産を受け、
引継事業所として新たな事業所の指定を行った。

拡大
居宅支援事業所へのアンケート結果より、ニーズが高かっ
た定期巡回・随時対応型訪問介護看護及び夜間対応型訪
問看護の開設を目指す。

高齢介護課

３　施設サービスの充実
（１）施設サービス

今後、一人暮らし高齢者・高齢者のみの世帯がこれまで以上に増加することが見込まれ、在
宅での生活が困難な要介護高齢者の受け皿として、認知症対応型共同生活介護（認知症高
齢者グループホーム）や地域密着型介護老人福祉施設の整備について地域とのバランスを
考慮して基盤整備を進めます。

A
定期的に開催される運営推進会議及び入退所判定会議
に出席し、待機者数等の現況確認を行う。

拡大
町内2箇所のグループホームは常に定員であるため、1箇
所新たに開設したい。また、地域密着特養については、定
員に達していないため、満床を目指す。

高齢介護課

４　サービスの質の向上と介護保険制度の適正な運営
（１）介護サービスの質の向上

 介護保険で重要な役割を果たすケアマネジャー へ指導や助言、研修等を行い、より効率的
なサービスが、より効率よく提供されるように引き続き支援します。

C 集団指導ができた年度とできない年度がある。 継続 引き続き、指導、助言、研修等が行えるよう支援していく。 高齢介護課

県が指定するサービス事業所の実地指導に同行し、状況確認、指導、助言に努めます。 A 毎回職員が1～2名同行し、状況確認、指導を行った。 継続 引き続き、実地指導に同行し、状況確認等を行う。 高齢介護課

町が指定する 事業所について、町が実地指導を行い、適正なサービスが行われているかを
確認するとともに、 好事例について情報共有するなど質の向上を支援します 。

B
毎年複数事業所に実地指導に入り、状況確認を行ってい
るが、好事例についての情報共有をするまでには至って
いない。

継続 引き続き、実地指導を定期的に行っていく。 高齢介護課

（２）介護給付等費用適正化事業（地域支援事業）

主要５事業 要介護認定の適正化、ケアプラン点検、住宅改修の点検、医療情報との突合・縦
覧点検、介護給付費 通知これまで行ってきた取り組み を踏まえつつ、より効果的、効率的な
実施について検討します。地域の主任介護支援専門員等と連携し介護支援専門員 の行うマ
ネジメントを支援します。ケアプラン点検【目標値（ 20 20 年度）：町内の全ての居宅介護支援
事業所へ実施】

C
介護給付費等の適正化として、主要５事業を実施してい
る。また包括にいる主任介護支援専門員と連携し、介護
支援専門員のスキルアップを図った。

継続
引き続き、町内の全ての居宅介護支援事業所について、ケ
アプラン点検を実施していく。

高齢介護課

介護相談員派遣事業介護サービスの実施状況を把握し、サービスの質の向上を図るために、
専門の養成講座を受けた相談員を介護サービス事業者や施設に派遣し、直接その場でサー
ビス利用者の相談を受け、サービス提供事業者との橋渡しを行うことで、利用者の疑問や不
安、不満解消を図ります。 利用者の相談から処遇の改善につながる事案もみられ、今後も継
続して実施します。

B
町内12箇所の事業所に介護相談員の派遣を行い、利用
者からの相談を受け、サービス事業者や行政との橋渡し
役となり、利用者の疑問や不安の解消に努めた。

継続 介護相談員の質の向上や新しい人材の確保に努めていく。 高齢介護課

（３）介護職員初任者研修受講経費等の助成
将来的に介護職員の不足が見込まれる中、必要な介護職員の確保と研修受講者の就労を支
援するため、介護職員初任者研修（旧ホームヘルパー 2 級程度）を受講し、介護サービス事
業所や地域で活躍する方を支援するため、研 修の受講に係る経費の一部及び 町内 介護事
業所への就労に係る経費の一部を補助金として助成します。

C
事業としては実施しているが、実績が上がってこない年
度が2年ある。資格取得学校には周知を行っている。

継続
何らかの形で継続していきたい事業であるが、実績が上
がっていないため、予算査定でカットされるケースがあるた
め、現段階では不透明である。

高齢介護課


